































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































人造絹織物 22，306 18，415 16，667
綿織物 17，176 13，986 13，527
生糸 4，233 5，231 8，133
絹織物 6，691 4，076 2，664
陶磁器 2，805 2，291 2，599
缶瓶詰食料品 881 946 2，489
玩具 2，010 2，137 2276
硝子及同製品 1，048 1，114 1，412
紙類 205 477 1，176
綿タオル 526 496 904
紐釦 521 596 669
ランプ及同製品 652 571 565
身辺装飾用品 423 493 558
人造絹糸 1，181 ．1，223 518
鉄製品 454 460 493




羊毛 182，007 147，493 118，196
小麦 30，936 17，392 15，623
皮類 2，295 1，124 5，023
牛脂 2，201 747 1，147
牛肉（生） 515 406 744
貝類 1，332 1，461

















































































































アルゼンチン 南　阿年　次 日本 英国 日本 英国
1933（昭和8）
P934（昭和9）
P935（昭和10）
21，151
S2，988
U5，801
1，497
Q，632
Qβ40
54，902
V4，499
W6，634
145，742
P41，592
P18，346
（注）外務省監修『通商条約と通商政策の変遷』（世界経済調査会，1951年），1003頁により作成。
方ヤードを追い上げていた（第13表）。こうした日本製繊維品の豪州市場へ
の流入は，豪州の物価下落や産業の衰退をもたらし，英国産業及び貿易を脅
威にさらすものと考えられた。この状態は，英国としても無視できない状況
であり，豪州政府が豪州製品の英国での特恵的扱いの見返りとして，英国製
品の豪州での特恵的な取扱いを行い，さらに日本製綿布・人絹布に対して量
的制限・高関税を実施したのは自然の成り行きであった。日豪通商交渉の過
程においては，日本脅威論，南下政策などが交渉進展の障害になったことも
事実であるが，基本的には英国ブロック経済の強化によって豪州政府の貿易
および産業政策に大きな転換が行われ，高関税，輸入割当などの措置がとら
れたのである。
　ところで，1937年1月1日から実施された日豪貿易協定は，1938年6月
末で満期となり，1938年7月1日には第二次協定が結ばれ，即日実施され
た。第二次協定は期間が一年に短縮された。この協定では，（1）日本側が
羊毛総輸入量の三分の二を豪州産羊毛に振り分けること，（2）豪州側は同
期間中に綿織物5，125万平方ヤード，人絹及びステープル・ファイバー織物
5，125万平方ヤードの輸入を許可すること，の二点が決められた。さらに，
1939年7月1日からは期限なしでの協定が継続されたが，いずれかの一方
の国の通告によって何時でも廃止されるものとなり，両国の通商協定は極め
て不安定の状態となった。結局，日本と豪州との通商は1941年12月8日の
日英米開戦により全面的停止状態に陥るのである（152）。
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《注》
（1）　「貿易調節及通商擁護二関スル法律（法律第四十五号，1934年4月6日）」
　　（『官報』第2177号，1934年4月7日）。
（2）　『最近日本・英帝国経済関係ノ経過（第四輯）』（日本経済連盟会調査部，
　　1937年5月），68頁。
（3）　同上，79－80頁。
（4）　同上，69頁。
（5）　「日濠，日埃両会商の危機」（『東京朝日新聞』1936年4月23日）。
（6）「濠洲紙所論の本邦綿及人絹織物輸入制限問題」（『外務省通商局日報』1936
　　年第117号，1936年5月23日発行）。
（7）同上。
（8）　同上。
（9）同上。
（10）　同上。
（11）　同上。
（12）　「対濠報復策に通商擁護法を発動」（『東京朝日新聞』1936年4月30日）。
（13）　「濠洲の誤解一掃へ」（『東京朝日新聞』1936年5月13日）。
（14）両国の誤解をとくために決議された内容は次のとおりである（前掲『濠洲の
　　対日高関税と通商擁護法発動迄の経緯概略』，20頁）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和十一年五月十二日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日濠協会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長男爵阪谷芳郎
　　　　　　最近の日濠関係に関する日濠協会理事会の決議
一，日濠両国間に従来特種的に持続し来りたる日濠親善関係を最近の情勢に於
　　ては，之を撹乱するが如き傾向にあることを感知するは，日濠協会として
　　甚だ遺憾とするところである。
二，日濠両国間に幡る現在の情勢悪化は主として，日濠両国間の誤解に起因す
　　るものにして，之が是正に就ては日濠両国の同情的協調により両国の要求
　　を慎重に考慮し，両国の利益を図ることは最善の方法なりと日濠協会は信
　　ずるものである。
三，濠洲及び日本の国策は他国の国策と同様であつて，日濠両国は政治的安定
　　並に経済的繁栄を基調とし国家の安全保障を確立する事を企図せざるべか
　　らず。
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　　四，濠洲に於ける或一部人士の観る処に依れば『日本の国家安全保障は南太平
　　　洋に於て広大なる領土を獲得することに依つてのみ得らるSものなり。』
　　　　と云ふが如き或る日本人の言辞並に出版物等が濠洲人に危倶の念を抱かし
　　　　むるに至った様に伝聞することは誠に遺憾である。
　　五，斯る不安の念を抱かしめたることは，結局誤解に起因するものである事を
　　　　日濠協会は確信する。
　　　　日本は原料の供給並に輸出販路を海外市場に需めざる可からざる国情であ
　　　　る。従つて日本は対外的に経済的発展を慎重に南太平洋並に世界各国に求
　　　　めてゐるのであるが，日濠協会は日本が南太平洋に於て領土を獲得するが
　　　　如き野心を有するものにあらずと確信する。
　　六，日本と濠洲との貿易関係は他国よりも従来一層緊密なりしを以て，此際日
　　　　濠両国は虚心坦懐，現存する誤解を一掃し，更に上述の言辞並に出版物は
　　　　無責任なる人士の所為であると言ふことが判明すれば，日濠両国間の関係
　　　　は従前通り良好関係を継続するものなりと日濠協会は確信する。
（15）　「濠洲の関税引上結局審議魅了か」（『東京朝日新聞』1936年5月16日）。
（16）ガレットの演説内容は次のとおりである（「濠洲関税改正と通商大臣の演説
　　要領」（『外務省通商局日報』1936年第119号，1936年5月25日発行），100－
　　102頁）。
　　　濠洲連邦政府は国内産業及対外輸出貿易振興の為，輸入関税改正案及輸入許
　　可制案等の採用を決定せり。英国は羊毛以外の濠洲原始産品に対する唯一の大
　　市場にして，又羊毛に就ても第一の市場なり。諸外国は其門戸を閉鎖し，差当
　　り濠洲原始産品に対する旧市場恢復の見込なし，濠洲の発展の為には原始産品
　　輸出の増加を必要とする処，是等は英国に売込の外なし，他方英国品は外国品
　　との置換に依らざれば是等を買入るSことを得ず，之が為許可制度の実施及関
　　税改正に決定したものなり。輸入許可制度を実施するも濠洲が輸出超過となり
　　居る国に対しては，其許可は自由に与へらるべく，又濠洲が，輸入超過となり
　　居る国に対しても，連邦政府が満足なる状態にありと認むる国に対しては之を
　　自由に与ふべし。尚輸入の許可を制限する国に対しても，当該国の濠洲品購買
　　増加に比例し，輸入の許可を加減する考なり。許可制度及関税改正に依り変更
　　せらる・差当りの輸入金額は，連邦政府の研究に依れば二百二十九万硝なるが，
　　其中八十四万五千膀は国内産業に依り，百三十一万膀は英国に依り，十三万五
　　千膀は好顧客たる外国に依り取得せらるべし。右の外自動車シヤッシーの金額
　　四百万英貨膀は，当年中に大部分は濠洲産業の取得する所となるべし。他の競
　　争を許さS’る安値に依る織物の輸入は英国の妥当なる割合保留の為の措置採用
　　を必要ならしめたり，オタワに於て英政府は綿布及び人絹布に対する特恵を極
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　　めて重要視せるが，英国品は逐年低廉なる，外国製品の為駆逐せられつ・あり，
　　人絹布の如き一九三五年に於ては九〇％迄外国品なり，綿布も人絹布の如き運
　　命に陥ること遠からざるべし。現行税率の下に於ては人絹布は綿布以下の価格
　　に於て売られつ・あり。濠洲は最早此事態を静視することを得ざるを以て，国
　　税引上に至れるものが，右は全く英国産業及濠洲産物の英国市場への依存性保
　　護の必要に出でたるものなり，本品の主たる供給国が日本なるに付，同国より
　　の輸入量を協定総量に削減する為，総ゆる試を為したるが妥結に至らず，遂に
　　連邦政府は関税改正の巳むなきに至れるものなり。低廉なる外国産織物に対す
　　る此種措置は殆ど総ての国に於て採用し居る所にして，日本人も人絹布に
　　一〇〇％の重税を賦課し居れり。次に新関税の及ぼす影響を予測すること困難
　　なるも，人絹に就ては日本が依然主たる供給国たるべし。綿布は英国は大なる
　　輸出増加を見るべきも，日本は依然相当大なる額を輸出し得べしと思考せらる。
　　新関税は毫も差別的のものにあらず，総ての国に同様に適用せらる・ものにし
　　て，最恵国主義は維持せらるべし。
（17）　「対日関税大幅引上濠洲下院声明さる」（『東京朝日新聞』1936年5月23日）。
（18）　「世界市場日英の基本的対立」（『東京朝日新聞』1936年5月23日）。
（19）「対濠挑戦対策進む」（『東京朝日新聞』1936年5月24日）。
（20）　前掲『濠洲の対日高関税と通商擁護法発動迄の経緯概略』，28－29頁。
（21）前掲『最近日本・英帝国経済関係ノ経過（第四輯）』，70頁，「八十六商品に
　　輸入許可制」（『東京朝日新聞』1936年5月24日）。
（22）　「報復を決議」（『東京朝日新聞』1936年5月24日）。
（23）　「断固，濠洲に対し通商擁護法発動」（「東京朝日新聞』1936年5月25日）。
（24）　「六団体も声明」（『東京朝日新聞』1936年5月26日）。
（25）　「輸入羊毛廿五万俵，濠洲以外に求む」（『東京朝日新聞』1936年5月27日）。
　　例年，ブリスベンでの最終せり市には約15万俵が出市され，日本商社ではこ
　　のうち3，4万俵を買い付けていた。日本羊毛工業会は，6月2日からブリス
　　ベンで開市される豪毛最終競り市での豪毛買付を見送り，9月から始まる新羊
　　毛年度の買付は三分の一（25万俵）を買い控え，これを南阿，南米，ニュージー
　　ランドなどから補給しようとした。
（26）　「濠毛輸入制限高，なほ未決定」（『東京朝日新聞』1936年5月28日）。
（27）　「擁護法発動に全幅の支援，日本経連が決議」（『東京朝日新聞』1936年5月
　　27日）。
（28）　「具体案作成の上，政府に建議」（『東京朝日新聞』1936年5月29日）。
（29）　前掲『最近日本・英帝国経済関係ノ経過（第四輯）』，73－74頁，「六月十日頃
　　を期し愈通商擁護法を発動，関税調査会で決定」（『東京朝日新聞』1936年5月
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　　29日）。
（30）　「対濠擁護法予定通り発動」（『東京朝日新聞』1936年5月31日）。
（31）「毛織輸出組合対濠策陳情」（『東京朝日新聞』1936年5月31日）。
（32）　前掲『濠洲の対日高関税と通商擁護法発動迄の経緯概略』，34頁。
（33）　同上，35頁。
（34）　同上，35－36頁。
（35）同上，38－40頁。ガレットは5月23日に「日本品には数量制限を加へず一方
　　米国品には数量制限をも併課するから新関税は日本に決して不利ではない」と
　　述べ，さらに25日には「新輸入許可制の実施により日本品の輸入は何等の制
　　限を受けず輸入業者に対しては従前通り聯かの遅滞も且っ不便もなく日本品の
　　輸入が許可されよう」と強調した（「日本品の輸入は何等制限されず」，『東京
　　朝日新聞』1936年5月26日）。
（36）　「通商打開策に委員会を設置す，日商，対濠強硬決議」（『東京朝日新聞』1936
　　年6月3日）。
（37）同上。
（38）前掲『最近日本・英帝国経済関係ノ経過（第四輯）』，74頁，「報復策実施を
　　前に今一応の警告」（『東京朝日新聞』1936年6月3日）。
（39）　「対濠報復策に友誼的解決希望，濠洲政府正式回答」（『東京朝日新聞』1936
　　年6月7日）。
（40）前掲『濠洲の対日高関税と通商擁護法発動迄の経緯概略』，40－41頁。
（41）　同上，41－42頁。
（42）　同上，42－43頁。
（43）　「商議継続と称し辛くも反対抑圧，苦境に立っ濠洲政府」（『東京朝日新聞』
　　1936年6月12日）。
（44）　「日本羅紗業協会対濠問題協議」（『東京朝日新聞』1936年6月7日）。
（45）　POSISION　OF　JAPANESE　AND　RAYON　TEXTILES　IN　RELATION　TO
　　THE　AUSTRALIA　TARIFF（前掲『濠洲の対日高関税と通商擁護法発動迄
　　の経緯概略』，44－46頁）。
（46）　「輸入羊毛廿五万俵，濠洲以外に求む」（『東京朝日新聞』1936年5月27日）。
（47）　「報復忽ち顕れて濠洲狼狽の色，日本側が競売不参加に衝撃」（『東京朝日新
　　聞』1936年6月6日）。
（48）「商議継続と称し辛くも反対抑圧，苦境に立っ濠洲政府」（『東京朝日新聞』
　　1936年6月12日）。
（49）　「対濠贋懲を強化，羊毛買付更に減量，輸入手控へ三分の二」（「東京朝日新
　　聞』1936年6月4日）。
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（52）
（53）
（54）
（55）
（56）
（57）
（58）
（59）
（60）
（50）　「対濠報復の断行，商相諒解を求む」（『東京朝日新聞』1936年6月5日）。
（51）　商務官首藤安人「濠毛輸入制限問題（上）」（『東京朝日新聞』1936年6月5
　　日）。首藤安人は1935年の遣豪親善使節随行員として出渕大使と共に渡豪し，
　　日豪通商問題にっいて協議した人物である。
　　　「政府を鞭提，経済最後的態度決定」（『東京朝日新聞』1936年6月5日）。
　　前掲『最近日本・英帝国経済関係ノ経過（第四輯）』，74－75頁。
　　「補充輸入補助，羊毛輸入商期待」（『東京朝日新聞』1936年6月9日）。
「毛濫襖，毛屑の輸出禁止実現か」（『東京朝日新聞』1936年6月6日）。
「人造繊維界の統制団体結成」（『東京朝日新聞』1936年6月11日）。
「人絹織物統制の具体案決す」（『東京朝日新聞』1936年6月12日）。
「羊毛工業界に工組結成の機運」（『東京朝日新聞』1936年6月21日）。
「輸出人絹織物の統制決定」（『東京朝日新聞』1936年6月23日）。
「羊毛代用品（ステープル・ファイバー）製織に乗出す」（『東京朝日新聞』
1936年6月24日）。ステープル・ファイバーについて，『東京朝日新聞』は次
のように述べている。
（前略）欧州大戦に際しドイッは連合国間の棉花乃至羊毛輸入防圧による衣服
資源対策としてステープル・ファイバー工業の確立を計りこれを今日の繁栄に
導いた次いでエチオピアを攻撃したイタリーが然り，今や日本また然りである。
日本の場合は，黒幕の裡から英国の手が動くまX濠州が我国の対濠綿製品乃至
人絹織物輸出を撃滅せしあんとて禁止的関税を重課したに対し，日本はその報
復手段として通商擁護法を発動し延いて濠州産羊毛の輸入制限策をとるに至っ
た事に因由する（中略）
ステープル・ファイバーとは如何なるものであるか！といふと冒頭にも註した
通り一見羊毛の如く綿花の如き形状，光沢を有する短繊維で，原料は主として
人絹パルプ，即ち木材，それをヴイスコース式製法（人絹糸と同様ステープル・
ファイバーでもこの式がもっとも簡易且っ低廉な原価で出来るといふので行は
れて居る）によると，人絹同様にヴイコース液とよぶ液体にしそれから人絹糸
ならば薬液中に噴き出させて長い糸とするがステープル・ファイバーなら二，
三寸位の短糸とするために適宜の処理を施す
かくて出来上がったステープル・ファイバーを羊毛と混織すれば洋服地のラシャ
となり，混紡すれば婦人子供服地のサージの如きものが出来，また絹紡糸や棉
花との混紡も自由に諸種の織物となし得る，更に単独に紡糸製織して着尺モス
の代用品の如きさへ作り得る様になつた，ただ今日なほ既存の繊維品に比し欠
点としてあげられるものは
　一，耐水性が弱い
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　　一，毛や綿の特性とする絡み合ふ弾力が弱い
　　等で一方生産性の点で綿花なり人絹糸あたりよりは多少割高について居るが，
　　併し何といつても化学製品の事であるから今後の技術研究の結果を挨てぱ優に
　　同値以下の安価品とする事が出来ようし，それでなくとも既に現在羊毛市価に
　　比し約四分の一にしか当らぬといふ異常な割安さが特にステープル・ファイバー
　　を羊毛代用品視する場合何物にもましてものをいふ訳である。（後略）（「ステー
　　プル・ファイバー（上）」，『東京朝日新聞』昭和11年6月26日）。
（61）　「造毛工業に買気起る」（『東京朝日新聞』1936年6月25日）。
（62）「報復に濠洲狼狽！，交渉再開提言」（『東京朝日新聞』1936年6月17日）。
（63）　チリでは1936年7月に大蔵次官，牧羊業者代表からなる貿易親善使節を日
　　本に派遣する計画を表明した（『東京朝日新聞』1936年6月11日）。なお，
　　1936年6月23日にはパラグアイ政府が日本品の輸入制限を発表した。その声
　　明は次のとおりである（『東京朝日新聞』昭和11年6月25日）。
　　一，パラグワイ政府は国内産業保護の見地より日本品就中織物類の輸入を制限
　　　　するに決定した
　　一，日本は従来パラグワイ品を全然輸入せず従つてもしパラグワイ国に対し依
　　　　然自国品を輸出することが希望ならばパラグワイ品を輸入し互恵交換貿易
　　　　を確立しなければならない
（64）　「南阿毛買付中心に日亜貿易の振興，極東商務官強調す」（『東京朝日新聞』
　　1936年6月20日）。
（65）「通商擁護法発動，昨日，濠洲政府に通告」（『東京朝日新聞』1936年6月20
　　日）。
（66）　「濠洲側強硬，日本の要求拒否」（「東京朝日新聞』1936年6月23日）。
（67）　「対濠報復の廟議決す，宝刀「擁護法」を発動」（『東京朝日新聞』1936年6
　　月24日）。
（68）　「対濠報復の発動，愈あす発令実施，中外に理由を宣明」（『東京朝日新聞』
　　1936年6月24日）。
（69）通商擁護法は次のとおりである（『官報』第2843号，1936年6月25日）。
　　　　勅　　　　令
朕昭和九年法律第四十五号第一条ノ規定二依ル輸入制限等二関スル件ヲ裁可
シ薙二之ヲ公布セシム
　　　　御　　名　　　御　　璽
　　　　　　昭和十一年六月二十四日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　内閣総理大臣　　廣　田　弘　毅
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勅令第百二十四号
第一条
第二条
第三条
第四条
第五条
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????? ???馬　場　鎮　一
永　田　秀次郎
小　川　郷太郎
有　田　八　郎
大正十年以降外国貿易上本邦ガ各年著シク輸入超過ノ関係二在リ，
本邦トノ間二通商航海条約ノ締結ナク且本令施行ノ際本邦ノ産出
又ハ製造二対シ不当ナル輸入防遇ノ措置ヲ執ル国ノ産出又ハ製造
二係ル物品ハ昭和九年法律第四十五号第一条ノ規定二依リ本令施
行ノ日ヨリー年間主務大臣ノ許可ヲ受クルニ非ザレバ之ヲ輸入ス
ルコトヲ得ズ
前条第三項ノ規定二依リ告示シタル国ノ産出又ハ製造二係ル物品
ニハ昭和九年法律第四十五号第一条ノ規定二依リ本令施行ノ日ヨ
リー年間関税定率別表輸入税表二定ムル輸入税ノ外従価五割ノ輸
入税ヲ課ス
前項ノ物品ハ関税定率法別表輸入税表二掲グル物品ニシテ本令ノ
別表乙号二掲グルモノニ限ル
関税定率法別表輸入税表二掲グル物品ニシテ本令ノ別表丙号二掲
グルモノハ昭和九年法律第四十五号第一条ノ規定二依リ本令施行
ノ日ヨリー年間主務大臣ノ許可ヲ受クルニ非ザレバ之ヲ輸出スル
コトヲ得ズ
第一条ノ許可ヲ受ケタル者ハ許可ノ日ヨリ三月内二其ノ物品ヲ輸
入スベシ
主務大臣ハ正常ノ事由アリト認ムル場合二限リ前項ノ期間ノ延長
ヲ許可スルコトヲ得
第一条ノ許可ヲ受ケタル者前二項ノ期間二其ノ物品ヲ輸入セザル
トキハ許可ハ其ノ効力ヲ失フ
関税定率法別表輸入税表二掲グル物品ニシテ本令ノ別表甲号又ハ
乙号二掲グルモノヲ輸入セントスル者ハ製産原地証明書ヲ税関二
提出スベシ但シ郵便物ナルトキ又ハ物品ノ原価百円ヲ超エザルト
キハ此ノ限二在ラズ
前項ノ製産原地証明書ニハ物品ノ記号，番号，品名，箇数，数量
及産出又ハ製造ノ地域ヲ記載シ物品ノ産出地，製造地，仕入地又
ハ積出地ノ帝国領事館，帝国領事館ナキトキハ其ノ地ノ税関其ノ
他ノ官庁，公署又ハ商工会議所ノ証明アルヲ要ス但シ条約二別段
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　　　　ノ規定アルトキハ其ノ規定二従フ
第六条　昭和九年法律第四十五号第二条ノ規定二依リ主務大臣必要アリト
　　　　認ムルトキハ関税定率法別表輸入税表二掲グル物品ニシテ本令ノ
　　　　別表甲号又ハ乙号二掲グルモノノ輸入者，輸出者，取引業者，倉
　　　　庫業者其ノ他占有者二対シ当該物品ノ輸入又ハ輸出ノ数量及価額，
　　　　在庫数量其ノ他必要ナル事項ノ報告ヲ命ジ又ハ当該官吏ヲシテ其
　　　　ノ事務所，営業所，倉庫其ノ他ノ場所二臨検シ帳簿其ノ他ノ物件
　　　　ヲ検査セシムルコトヲ得
　　　　当該官吏前項ノ規定二依リ臨検検査ヲ為ス場合に於テハ其ノ身分
　　　　ヲ示ス証票ヲ携帯スベシ
第七条　本令中主務大臣ノ職務ハ朝鮮二在リテハ朝鮮総督，台湾二在リテ
　　　　ハ台湾総督，樺太二在リテハ樺太長官之ヲ行フ
　　　　　　附　　則
本令ハ公布ノ日ヨリ之ヲ施行ス
本令施行ノ際現二本邦二向ケ輸送ノ途二在ル物品又ハ保税地域二蔵置中ノ
物品ニハ本令ヲ適用セズ
（741）
（別表）
　甲号
　輸入税表番号
　　　一六
　二八二
　二九五
乙号
輸入税表番号
　　五二
　五三
　五五
　七一
一〇八
　　品　　名
小麦
穀粉及澱粉類
　一　小麦粉
羊毛山羊及賂駝毛ノ内 羊毛
屑又ハ故ノ繊維，屑織糸及屑糸ノ内屑又ハ故ノ羊毛
　　品　　名
鳥獣肉類
　一　生鮮ナルモノ
　　甲　牛肉
バター，人造バター及ギーノ内　バター
コンデンスドミルク
皮類（別号二掲ゲザルモノ）
獣脂
　二　牛脂
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　ニー七
丙号
輸入税表番号
　二八二
　二九五
　三四一
カゼイン
山羊，山羊毛及騎駝毛
屑又ハ故ノ繊維，屑織糸及屑糸ノ内毛又ハ毛入ノモノ
艦襖ノ内　毛又ハ毛入ノモノ
理由書　本邦の輸出品に対し不当なる輸入防遇の措置を執る国あるに依り本邦
に於ても之に対応する措置を執る必要あるに由る
（70）　「商工省令（1936年6月24日）」（「官報』第2843号，1936年6月25日）。
（71）　「大蔵省・商工省告第一号（1936年6月24日）」は次のとおりである（『官報』
　　第2843号，1936年6月25日）。
　　　　　　大蔵省・商工省告示第一号
　　　　　　　昭和十一年勅令第一二四号による国左の通り定む
　　　　　　　オーストラリア連邦
（72）
（73）
（74）
（75）
「濠洲等業者の悲鳴，議会召集を要求す」（『東京朝日新聞』1936年6月24日）。
「対欧輸出促進・濠洲羊毛業者の決議」（『東京朝日新聞』1936年6月27日）。
「通商紛争の因，日本の低物価」（『東京朝日新聞』1936年6月26日）。
「濠洲側動揺著し？，駐日商務官外務省を訪問」（『東京朝日新聞』1936年6
　　月28日）。
（76）「わが通商擁護法に濠洲政府参る」（『東京朝日新聞』1936年7月3日），前掲
　　『最近日本・英帝国経済関係ノ経過（第四輯）』，81頁。
（77）　「政府攻撃を開始，濠洲羊毛業者起つ」（『東京朝日新聞』1936年7月4日），
　　前掲『最近日本・英帝国経済関係ノ経過（第四輯）』，81－82頁。
（78）　「運賃減八百三十万円，対濠擁護法影響」（『東京朝日新聞」1936年6月26日）。
（79）「商工当局，業者側と打合せ」（『東京朝日新聞』1936年7月3日）。
（80）　「濠洲の輸入新許可制度適用本邦品目追加」（『外務省通商局日報』1936年第
　　156号，1936年7月8日発行）。
（81）　「対日特別許可制，愈あすから実施，ライオンズ首相弁明」（『東京朝日新聞』
　　1936年7月9日）。
（82）　「濠の商議再開提議，外務省は黙殺，村井総領事に訓電」（『東京朝日新聞』
　　1936年7月12日）。
（83）　「対濠報復の効果，九月以降に現はる」（『東京朝日新聞』1936年5月24日）。
（84）「高関税撤廃まで交渉再開に応ぜず，わが対濠方針不変」（『東京朝日新聞』
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　　1936年7月10日）。
（85）　「“声明は虚構の事実”，外務省濠洲に反駁，速に新関税停止せよ」（『東京朝
　　日新聞』1936年7月14日）。
（86）　「通商交渉の再開，現状の儘で応諾」（『東京朝日新聞』1936年7月22日）。
（87）　「羊毛輸入制限，統制委員会設置」（『東京朝日新聞』1936年7月7日）。
（88）　「南米羊毛輸入，業者も統制，日本羊毛同盟会を組織」（『東京朝日新聞』1936
　　年7月7日）。
（89）「南阿南米へ羊毛輸入駐在員，手始めに日毛から出資」（『東京朝日新聞』
　　1936年7月16日）。
（90）　前掲『最近日本・英帝国経済関係ノ経過（第四輯）』，84頁。
（91）　「濠洲側に憂慮深く，交渉再開を要望す」（『東京朝日新聞』1936年7月23日）。
（92）　「日濠交渉再開，濠洲正式に発表」（『東京朝日新聞』1936年7月24B）。
（93）　「濠洲側具体案提出，早急解決を要望す」（『東京朝日新聞』1936年9月3日）。
（94）　「日濠代表あす再び会見」（『東京朝日新聞』1936年9月13日）。
（95）「シドニー羊毛初市，果然，高値を示現す」（『東京朝日新聞』1936年9月1
　　日）。
（96）「シドニー羊毛市，活況に乏し，来週更に下落せん」（『東京朝日新聞』1936
　　年9月2日）。
（97）　「濠紙の楽観論漸く影を潜む」（『東京朝日新聞』1936年9月6日）。
（98）　「日濠交渉決裂，我が回答に承服せず」（『東京朝日新聞』1936年9月19日）。
（99）　「地方党員の不満増大，日濠交渉促進を熱望」（『東京朝日新聞』1936年9月
　　27日）。
（100）「野党政府に肉薄，濠議会の論戦日濠問題へ」（『東京朝日新聞』1936年10月
　　1日）。
（101）「ガレット通商相と語る」（『東京朝日新聞」1936年10月4日）。
（102）「我対策は着々実施，対濠方針揺がず」（『東京朝日新聞』1936年10月7日）。
（103）「南阿毛の第一船，約一万五千俵も積載」（『東京朝日新聞』1936年10月5日）。
（104）「日濠協定成立の可能性十分あり，濠洲政府前途楽観」（『東京朝日新聞』
　　1936年10月27日）。
（105）同上（『東京朝日新聞』1936年10月27日）。
（106）「日濠交渉の前途濠紙も楽観，態度漸く軟化を伝ふ」（『東京朝日新聞』1936
　　年10月28日）。
（107）同上。
（108）「白耳義・チエコ・南阿と新通商条約成立，濠洲政府議会で発表」（「東京朝
　　日新聞』1936年10月30日）。
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（109）「濠洲側の誠意次第，再開も敢て拒まず，村井総領事に訓電」（『東京朝日新
　　聞』1936年11月11日）。
（ilO）「新回訓に基く提案，濠洲側考慮を約す，日濠交渉愈々本格化」（『東京朝日
　　新聞』1936年11月12日）。
（111）「交渉は有望，双方とも楽観視す」（『東京朝日新聞』1936年11月12日）。
（112）同上。
（113）「濠毛市場昂騰，会商好転反映」（『東京朝日新聞』1936年11月12日）。
（114）「我提案に対し濠洲，修正要望，村井総領事近く請訓」（『東京朝日新聞』1936
　　年11月13日）。
（115）「既に原則を承認，濠洲の修正微少，回訓を侯って再交渉」（『東京朝日新聞」
　　1936年11月14日）。
（116）「濠洲政府も解決見越し，新関税案審議を延期」（「東京朝日新聞』1936年11
　　月14日）。
（117）「短期の期限付で関税率可決，濠，交渉成立見越し」（『東京朝日新聞』1936
　　年11月19日）。
（118）「折衝けふ続開，わが対濠回訓到着」（『東京朝日新聞』1936年11月19日）。
（119）「織物輸入数量の開き一千万礪，日濠妥協の折衝進む」（『東京朝日新聞』
　　1936年11月21日）。
（120）「妥協点に達せず，村井総領事再び請訓」（『東京朝日新聞』1936年11月22
　　日）。　　　　　　　L
（121）「日濠通商交渉解決間近，濠洲条約相言明す」（『東京朝日新聞』1936年11月
　　22日）。
（122）「妥協成立に今一歩，数量問題で濠洲譲歩」（『東京朝日新聞』1936年12月2
　　日）。
（123）「四十万俵以上の買付を要求，日濠会商最後の波瀾」（『東京朝日新聞』1936
　　年12月4日）。　　　　　　　　　　　　　　、・
（124）「懸案の濠毛輸入，妥協案を発見，日濠会商最後の仕上げへ」（『東京朝日新
　　聞』1936年12月10日）。
（125）「濠毛輸入許可数量，官民とも異議なし，大綱において両国一致」（「東京朝
　　日新聞』1936年12月11日）。
（126）「会談順調に推移，けふ更に最後的折衝」（『東京朝日新聞』1936年12月13
　　日）。
（127）「新協定原案成り最後的の請訓，日濠交渉大詰近し」（「東京朝日新聞』1936
　　年12月15日）。
（128）「織物協定期間で日濠交渉又も難関，今週の会談一波瀾か」（『東京朝日新聞』
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　　1936年12月17日）。
（129）「協定年度問題，妥協成らず，日濠会商，最後の難関」（『東京朝日新聞』1936
　　年12月19日）。
（130）「日濠交渉再開は明春に持越しか，決裂危機線上を彷裡」（『東京朝日新聞』
　　1936年12月20日），「濠洲の強硬態度，折衝不調で越年か」（『東京朝日新聞』
　　1936年12月20日）。
（131）「日濠妥協に到達，今一回で設立を期待」（『東京朝日新聞』1936年12月23
　　日），「日濠通商交渉，関税調査委員年内に召集か」（『東京朝日新聞』1936年12
　　月24日）。
（132）「妥協案異議なし，外務省昨夜回訓す」（『東京朝日新聞』1936年12月25日）。
（133）「妥協成立の見込み確実，宝刀“擁護法”撤去へ，一切の手続年内完了」
　　（『東京朝日新聞』1936年12月25日）。
（134）「回訓到着」（『東京朝日新聞』1936年12月25日）。
（135）「我が政府の回訓，濠洲受諾を表明，通商取極め事実上成立」（『東京朝日新
　　聞』1936年12月26日）。
（136）「擁護法撤回，関税委員会で可決」（「東京朝日新聞』1936年12月27日）。
（137）「紛争解決の文書，日濠両代表に手交」（『東京朝日新聞』1936年12月27日）。
（138）「日濠通商戦解決」（『東京朝日新聞』1936年12月28日）。
（139）日豪両国の通告文は（「通告文要領」（『東京朝日新聞』1936年12月28日）
　　および「日本と濠洲間通商交渉結果要綱」（『外務省通商局日報』1936年第300
　　号，1936年12月29日発行）で詳細が報告されている。
　　（1936年12月26日付ガレット通商条約大臣の在シドニー村井総領事宛通告文
　　要領）
　　拝啓陳者本大臣はオーストラリア連邦政府がオーストラリア連邦政府日本顧問
　　通商に関し一九三七年一月一日より左の措置を採ることに決定せる旨貴君に通
　　報するの光栄を有し候
　　一，オーストラリア連邦政府は一九三六年七月八日に実施したる日本品に対す
　　　　る輸入許可制を廃止すること
　　二，オーストラリア連邦政府は日本製綿布，人絹布に対し中間税率を付与する
　　　　こと
　　三，オーストラリア連邦政府は綿布及び人絹布に対する中間税率に対し左の通
　　　　りに引下げを行ふこと
　　　　綿布　生地平方ヤードに付一ペンス四分ノー，晒一ペンスニ分ノー，捺染
　　　　　　又は染二ペンス
　　　　人絹布　平方ヤードに付四ペンス
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四，オーストラリア連邦政府は日本製綿布及び人絹布に対し従価五分のプライ
　　メーヂを免除すること
五，一九三七年一月一日より一九三八年六月三十日に至る期間においてオース
　　トラリア連邦政府は日本製の綿布及び人絹布各一ヶ年五一，二五〇，○○
　　○平方ヤードの割合を以て綿布及び人絹布夫々七六，八七五，○○○ヤー
　　ドの輸入を許可すること
　　前記数量の範囲内に於て一九三八年六月三十日に終わる期間中日本より輸
　　出せられたる綿布及び人絹布にして期間内にオーストラリアに到着をせざ
　　るものに対しては一九三八年九月三十日以前にオーストラリアへ輸出せら
　　る限りそのオーストラリァへの輸入を許可すること
　　（1936年12月26日付在シドニー村井総領事のガレット通商条約大臣宛通告文
　　要領）
　　拝啓陳者本大臣は日本国政府が日本国オーストラリア連邦間の通商に関し一九
　　三七年一月一日より左の措置を採ることに決定せる旨貴君に通報するの光栄を
　　有し候
　　一，日本国政府は昭和十一年勅令第一二四号の規定に基く従価五割の附課税及
　　　　び輸入許可制を廃止すること
　　二，日本政府は一九三八年六月三十日に終る期間に於てオーストラリア産毛八
　　　　十万俵の輸入を許可すること
　　　　一九三八年六月三十臼に終わる期間内に於て輸入を許可せられ右期間内に
　　　　日本に到着せざるオーストラリア産羊毛に対しては一九三八年九月三十日
　　　　以前に日本に輸入せらるSものに限りその輸入を許可すること
　　三，日本国政府は一九三七年一月一日より一九三八年六月三十日に至る期間に
　　　　おいてオーストラリア向輸出せらるS日本製綿布（袋製造キヤリコを除く）
　　　　及び日本製人絹布の数量を一ヶ年夫々五一，二五〇，○○○平方ヤードの
　　　　割当を以て左の通制限すること
　　　　綿布（袋製造用キヤリコを除く）七六，八七五，OOO平方ヤード
　　　　人絹布七六，八七五，○○○ヤード
（140）「織物輸出一億五千百七十五万礪，羊毛輸入八十万俵」（『東京朝日新聞』
　　1936年12月27日）。
（141）「両代表の所感」（『東京朝日新聞』1936年12月28日）。
（142）同上。
（143）前掲『最近日本・英帝国経済関係ノ経過（第四輯）』，95－96頁，「対濠貿易統
　　制の大綱方針決定す」（『東京朝日新聞』1936年12月29日）。
150 （746）
　　　　　　　　　　豪州保護関税政策と日豪貿易（2）
（144）「濠洲側の対日通告内容実施」（『外務省通商局日報』1937年第4号，1937年
　　1月8日発行）。
（145）「友誼更に増進せん，濠洲首相メツセージ」（『東京朝日新聞』1937年1月1
　　日）。
（146）前掲『通商条約と通商政策の変遷』，1013頁。
（147）同上，1012－1013頁。
（148）貿易局『昭和十二年本邦外国貿易状況』（1940年2月），523頁。
（149）「日濠通商復交一その収穫と影響一」（『東京朝日新聞』1936年12月27日）。
（150）「対南阿，亜爾然丁，貿易調整を要求，輸入激増の情勢から」（『東京朝日新
　　聞』1937年2月4日）。
（151）前掲『通商条約と通商政策の変遷』，983頁。
（152）同上，1012－1018頁。
＊追記：「豪州保護関税政策と日豪貿易（1）」の論文要旨および39頁の対豪通商
　　　擁護法発動日は，1936年6月25日ではなく，1936年6月24日である。
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